
 

 
 

 

 

 

 

 教育学部 初等教育課程 木村 光男、大井 雄平、大学院初等教育高度実践研究科 紅林 伸幸 

 

 

 

 「チーム学校」が成果を上げるための一助として、特別支援教育支援員(以下、支援員)の資質能力を向上

させ、専門性を高める必要がある。しかし、支援員は研修を受ける機会が少なく、教職員との連携が困難な

状況下にあり、その職責を果たそうと孤軍奮闘する姿を目にする。また、支援員に対する研修は自治体の創

意工夫で行う必要があり、とりわけ小規模市町村は研修に割ける予算の影響を受け、十分な研修やサポート

が実施困難な状況に直面している。そこで、支援員の資質能力の向上を目的とした研修及び支援モデルを作

成し、その意義と課題を提示する。令和 2年度は研修会を実施しその前後にアンケート調査を実施した。 

 

 

 

(1) 事業対象者 

研究対象者は下田市立の公立学校で勤務する支援員で、研修会に参加しかつ事後アンケートに回答した 20

名である。勤務校種の内訳は小学校 13 名、中学校 7名である。 

(2) 事業手続き 

1）下田市教育委員会に支援員研修会の企画・実行する同意を得た。2) 事前アンケートの実施 

※事前アンケートは、2項目の自由記述と記名欄を設け配布し 18 名から回答を得た。質問項目は次の通りで

ある。① 日頃児童生徒の支援をしていて相談したいこと、② 講師に聞きたいこと、 

3) 下田市支援員研修会 

下田市支援員研修会は、令和 2年 12 月 14 日にオンラインで実施(支援員と下田市指導主事は下田市公民館で

受講)した。講師は事業担当者らである。内容方法は、事前アンケートに基づいて、個別具体的な事例を数点

取り上げ、発達障害の特性理解とその支援について、および学級担任との連携の在り方について講義した。 

(3)事業方法 

 事業方法は、研修会を実施し、その直後に研究対象者に実施した事後アンケートの分析検討による。事後

アンケートは、研修会終了直後に用紙（無記名）を配布して実施した。そして、1週間以内に下田市指導主事

に送付してもらった。回答率は 91％であった。事後アンケートの内容は以下の通りである。①支援員の属性・

概要(性別、校種、教員免許の有無、経験年数、週当たりの勤務時間・回数）、②支援員の状況 (障害の基本

特徴の理解、支援の自信、やりがい、児童生徒の困難さ、校内で相談する人・相談相手) 、③支援員の研修

後の認識でである。支援員の研修後の認識については、事後アンケートの回答「③研修後の認識（自由記述）」

から、支援員の認識特徴を抽出し、詳細かつ客観性を確保して検討するため KJ 法による質的分析を実施し
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た。分析過程では、事前準備として、まず、記述内容毎にカードを作成した。カードには、その要点をコー

ドに付記した。次に、カテゴリー化では、同一のコードを集めた上でサブカテゴリーを抽出した。そして、

サブカテゴリーを分析検討しカテゴリーに分類した。 

 

 

 

(1）支援員の状況 

支援員の状況（研究方法③参照)を表 1 に示した。 

表１．支援員の状況 

 

(2）支援員の研修後の認識 

 「分析の手続き」に従って実施したカテゴリー化では、36 のコードから 8 のサブカテゴリーを抽出

し、それを 3つのカテゴリー「研修の成果・意義｣「研修方法｣「その他｣に分類した(表 2参照)。 

     表 2．KJ 法により抽出されたカテゴリー 

 

 

 

 

今後においては、支援員が役割を遂行し易いように、下田市教育委員会と協力し、本研究で明らかになっ

た課題の改善に取り組む必要がある。その中にあって支援員への研修内容・方法は、個別具体的な事例を通

して、実践力の向上を目指した内容にしていかなければならない。支援員と教職員との連携については、早

急に学校と連携して体制づくりを講じる必要がる。また、支援員からは、研修会の機会を増やして欲しいと

いう要望があった。これについては、下田市教育委員会支援員と協議する課題である。 
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